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2023年４月 14日 

各 位 

 

 

 

 

 

 

 

投資事業の廃止及び報告セグメント等の変更に関するお知らせ 

 

当社は、2023 年４月 14 日開催の取締役会において投資事業の廃止及び報告セグメントの変更等について決

議致しましたので、下記の通りお知らせ致します。 

 

記 

 

１. 株式会社チェンジホールディングスの概要（2023年４月 14日時点） 

（１）商号 株式会社チェンジホールディングス 

（２）本店所在地 東京都港区虎ノ門三丁目 17 番 1 号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役兼執行役員会長 神保 吉寿 

代表取締役兼執行役員社長 福留 大士 

（４）事業内容 当社グループの経営戦略策定及び各事業会社の統括管理 

（ガバナンス）等 

（５）資本金 1,004百万円 

（６）決算期 ３月 31日 

 

２. 投資事業の廃止の理由 

当社グループは、当社グループの成長戦略・事業戦略に沿った成長分野に関連する企業等への投資を行

い、主に投資先のバリューアップを通じたキャピタルゲインを得ることを目的に、2018 年５月 15 日より投

資事業を開始し、これまでに多くの企業等に積極的に投資を実施し、投資事業を拡大してまいりました。 

他方、2022 年５月 13 日に改訂版中期経営計画「Digitize & Digitalize Japan (Phase2)」を発表し、

「Local」 × 「Social」 × 「Digital」の重点領域を定め日本の DX をリードすべく、M＆A や資本業務提

携等を通じた DX の成長投資を拡大していることを踏まえ、従来のキャピタルゲインを目的とした投資事業

から、投資企業とのシナジーを通じて「NEW-IT トランスフォーメーション事業」及び「パブリテック事業」

の発展に寄与する事業投資に注力することが一層当社グループの企業価値向上に資すると判断致しました。 

以上により、投資事業を廃止し、今後は「NEW-IT トランスフォーメーション事業」及び「パブリテック

事業」を支える事業投資を行ってまいります。投資事業は廃止致しますが、当社グループは M&Aや資本業務

提携を事業成長の有用な手段として積極的に活用していく方針に変更はありません。 

 

３．廃止事業の内容 

 （１）廃止する事業の内容 

 投資事業 

会 社 名 株 式 会 社 チ ェ ン ジ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

代表者名 代表取締役兼執行役員社長  福留 大士 

  （コード番号：3962    東証プライム） 

問合せ先 取締役兼執行役員ＣＦＯ    山田 裕 

 （TEL.03-6435-7347） 
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 （２）投資事業の経営成績 

                                        （単位：百万円） 

 2020年９月期 2021年９月期 2022年３月期（注１,２,３） 

売上収益 198 187 △216 

営業利益 177 166 △226 

（注１）2022年３月期は、連結会計年度末の変更により 2021年 10月 1日から 2022年３月 31日

までの６ヶ月間となっております。 

（注 2）2022年４月１日より 2023年３月 31日の期間における保有営業投資有価証券のうち、上

場株式の評価益として売上収益に計上を予定している額は 189百万円となります。 

（注 3）2023年４月１日より 2023年４月 13日（投資事業を廃止する前日）の期間における保有

営業投資有価証券のうち、上場株式の評価益として売上収益に計上を予定している額は

127百万円となります。 

 

４．日程 

2023 年 ４月 14 日 取締役会決議  

 

５．報告セグメントの変更 

   投資事業の廃止に伴い、報告セグメントを 2023年４月 14日より、次のように変更致します。 

 

  （変更前報告セグメント） 

・NEW-ITトランスフォーメーション事業 

・投資事業 

・パブリテック事業 

 

（変更後報告セグメント） 

・NEW-ITトランスフォーメーション事業 

・パブリテック事業 

 

６．表示方法の変更 

   投資事業の廃止に伴い、表示方法を 2023年４月 14日より、次のように変更致します。 

（変更前） 

連結財政状態計算書の表示：営業投資有価証券（流動資産） 

連結損益計算書の表示：売上収益 

 

（変更後） 

連結財政状態計算書の表示：投資有価証券（非流動資産） 

連結損益計算書の表示：金融収益又は金融費用（注４） 

（注４）今後取得した投資有価証券については、取得した銘柄ごとに、金融収益又は金融費用として表

示する方法とその他の包括利益として表示する方法のいずれかによります。 

 

７．今後の見通し 

当該事業の廃止に伴う連結業績に与える影響は 2023 年３月期においてありません。2024 年３月期にお

ける業績開示、業績予想及びセグメント開示については 2023年４月 14日の投資事業の廃止を加味したう

えで開示致します。 

 

以  上 


